
７．地域の基盤づくりのためのサポート
（１）地域の道路・河川整備へのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成 奈良県総合医療セ

ンターアクセス整
備推進事業費補助

奈良県総合医療センターへのアクセスのための道路整備事業に対す
る助成
　助成内容：道路整備事業に係る市の公債費のうち、地方交付税算
　　　　　　入額を差し引いた額の1/2
　助成対象：奈良市

  県予算額：8,808千円

市町村 奈良県
県土マネジ
メント部
道路建設課

南奈良総合医療セ
ンターアクセス整
備推進事業費補助

南奈良総合医療センターへのアクセスのための道路整備事業に対す
る助成
　助成内容：道路整備事業に係る市の公債費のうち、地方交付税算
　　　　　　入額を差し引いた額の1/2
　助成対象：五條市

  県予算額：339千円

市町村 奈良県
県土マネジ
メント部
道路建設課

うだ・アニマル
パーク進入路整備
推進事業費補助

うだ・アニマルパークへのアクセスのための道路整備事業に対する
助成
　助成内容：道路整備事業に係る市の公債費のうち、地方交付税算
　　　　　　入額を差し引いた額の1/2
　助成対象：宇陀市

  県予算額：3,711千円

市町村 奈良県
県土マネジ
メント部
道路建設課

大和川流域総合治
水対策費補助

大和川流域総合治水対策として保水機能を高める事業に対する助成
  スキーム：国50％　県8.8％　市町村41.2％
  助成内容：流域貯留浸透施設整備事業に係る経費の一部

　県予算額：1,313千円

市町村 奈良県
県土マネジ
メント部
河川整備課

平成緊急内水対策
事業費補助

奈良県平成緊急内水対策事業の促進を図るため、市町村が実施する
内水対策に要する経費に対する助成
  スキーム：国1/2　県1/5　市町村3/10
  助成内容：国庫対象事業に係る市町村公債費のうち、地方交付税
　　　　　　算入額を差し引いた額

　県予算額：281,883千円

市町村 奈良県
県土マネジ
メント部
河川整備課

③県庁力
によるサ
ポート 平成緊急内水対策

事業

奈良県平成緊急内水対策事業の促進を図るため、市町村が実施する
内水対策等のうち、貯留施設整備に係る詳細設計業務及び工事を受
託

　県予算額：157,500千円

市町村 奈良県
県土マネジ
メント部
河川整備課

④国から
の助成 社会資本整備総合

交付金／防災・安
全交付金（道路改
良事業）

社会資本総合整備計画に基づき実施される道路事業に対する支援
　助成割合：5.0/10または5.5/10（嵩上げの場合あり）

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路建設課

地方創生道整備推
進交付金事業

「地域再生計画」に基づき農・林道と一体となって整備する市町村
道整備事業（改築、修繕）に対する交付金
　助成割合：1/2
　助成対象：地域再生法第５条第１項の認定を受けた地方公共団体

市町村
内閣府、
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路建設課

道路関係補助事業

地域高規格道路・重要物流道路、都道府県境道路整備、ＩＣアクセ
ス道路、無電柱化推進計画事業、交通安全対策事業、踏切道改良計
画事業として実施される道路事業に対する助成
　助成割合：5.0/10または5.5/10（嵩上げの場合あり）

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路建設課

社会資本整備総合
交付金／防災・安
全交付金（街路事
業）

社会資本総合整備計画に基づき実施される街路事業に対する支援
　助成割合：5.0/10または5.5/10（嵩上げの場合あり）

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路建設課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

④国から
の助成

街路関係補助事業

地域高規格道路、重要物流道路、都道府県境道路、ＩＣアクセス道
路、無電柱化推進計画事業、踏切道改良計画事業として実施される
街路事業に対する助成
　助成割合：5.0/10または5.5/10（嵩上げの場合あり）

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路建設課

街路交通調査費
都市・地域総合交通戦略策定調査、地域高規格道路調査に対する助
成
　助成割合：1/3

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路建設課

都市・地域交通戦
略推進事業

都市・地域総合交通戦略等に基づき実施される、徒歩、自転車、自
動車、公共交通等多様なモードの連携が図られた、自由通路、駐車
場等の公共的空間や公共交通等からなる都市交通システム整備全体
に対する助成（社会資本整備総合交付金又は補助金）
　助成割合：1/3または1/2

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路建設課

防災・安全交付金
（交通安全施設整
備）

市町村が実施する通学路等の交通安全施設整備事業に対する助成
　助成割合：5.5/10～6.71/10

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路マネジ
メント課

防災・安全交付金
（道路の保全整
備）

市町村が実施する橋梁の耐震対策、道路の法面対策等の保全整備に
対する助成
　助成割合：5.0/10～6.1/10

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路マネジ
メント課

道路メンテナンス
事業補助（老朽化
対策）

今後老朽化する道路施設の増加に対応し、道路施設の個別施設計画
に基づき実施する設計・工事及び定期的に点検する費用を助成
  助成割合：5.5/10～6.71/10

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
道路マネジ
メント課

防災・安全交付金
（流域貯留浸透事
業）

市町村が実施する総合治水対策特定河川の流域においての貯留、浸
透又は貯留浸透機能を持つ施設の整備等事業に対する助成
　助成割合：1/3

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
河川整備課

特定都市河川浸水
被害対策推進事業
費補助

市町村が実施する特定都市河川の流域においての貯留、浸透又は貯
留浸透機能を持つ施設の整備等事業に対する助成
　助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
河川整備課

⑥アドバ
イス・相
談

奈良県市町村道整
備促進期成同盟会
研修事業

県内市町村道路整備促進の財源確保を行うための団体において、道
路整備に資する研修会等を開催

－ 奈良県
県土マネジ
メント部
道路建設課

バリアフリー基本
構想策定支援

市町村におけるバリアフリー基本構想策定を進めるため、未策定の
市町村に対して、先進事例などの情報提供や講習会開催など技術的
支援を実施

市町村等、民間事業者奈良県

県土マネジ
メント部
道路マネジ
メント課
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７．地域の基盤づくりのためのサポート
（２）上・下水道整備へのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成

簡易水道等整備推
進事業

簡易水道整備推進事業
　市町村が整備する簡易水道事業の公債費に対する助成
　助成割合：過疎、辺地　16％（10年分割補助）
　　　　　　その他  　　20％（10年分割補助）
　助成内容：国庫補助対象事業費
　助成対象：13 市町村

　県予算額：86,004千円

簡易水道事業等災害復旧事業
  紀伊半島大水害による簡易水道施設等の災害復旧事業の公債費に
　対する助成
　助成割合：災害復旧国庫補助　12.5～25％（10年分割補助）
 　　　　　 単独災害補助　　　　20～50％（10年分割補助）
　助成内容：国庫補助対象事業費、起債対象事業費
　助成対象：２村

　県予算額：83千円

　県予算合計：86,087千円

市町村 奈良県
環境森林部
水・大気環
境課

流域下水道負荷軽
減等推進事業

市町村が実施する流域下水道負荷軽減等に資する事業に対する助成
　助成割合：1/2
　助成対象：流域下水道関連市町村

　県予算額：100,000千円

市町村 奈良県

県土マネジ
メント部
下水道マネ
ジメント課

③県庁力
によるサ
ポート 新県域水道ビジョ

ン推進事業

地方公営企業法の適用等、簡易水道事業にかかる国の制度改正への
対応や共同管理体制の検討を支援

　県予算額：1,621千円

市町村 奈良県
環境森林部
水・大気環
境課

④国から
の助成

水道施設整備費補
助

ダム等の水源開発施設や簡易水道事業の用に供する水道施設の新設
又は増設に必要な経費に対する助成
　助成割合：2/5　ほか

市町村等
国土交通
省

環境森林部
水・大気環
境課

防災・安全交付金
（水道事業）

安全・安心、快適な暮らしを実現し良好な環境を創造するための水
道の整備に関する事業に対する助成
　助成割合：1/3　ほか

市町村、一
部事務組合

国土交通
省

環境森林部
水・大気環
境課

社会資本整備総合
交付金（下水道事
業）

快適な暮らしを実現し良好な環境を創造するための下水道の整備に
関する事業に対する助成
　助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
下水道マネ
ジメント課

防災・安全交付金
（下水道事業）

安全・安心、快適な暮らしを実現し良好な環境を創造するための下
水道の整備に関する事業に対する助成
　助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

県土マネジ
メント部
下水道マネ
ジメント課
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７．地域の基盤づくりのためのサポート
（３）公共工事の技術管理等へのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

③県庁力
によるサ
ポート 道路施設老朽化対

策市町村支援事業

市町村管理橋梁等の予防保全を図るための点検業務及び修繕業務を
受託

　県予算額：302,400千円

市町村 奈良県

県土マネジ
メント部
道路マネジ
メント課

⑥アドバ
イス・相
談

公民連携アドバイ
ザー派遣事業

公民連携手法による公共施設等の整備・維持管理・運営等を推進す
る地方公共団体の要請に応じ、シンクタンク等の専門家又は財団の
担当職員をアドバイザーとして派遣
　事業内容：①ＰＰＰ／ＰＦＩ
　　　　　　②公共施設マネジメント
　　　　　　③地域イノベーション連携
　　　　　　④民間提案制度、サウンディング調査等、既存の
              ＰＰＰ／ＰＦＩや公共施設マネジメントによらない
              公民連携全般
　支援内容：１回（アドバイザー派遣）

市町村
（一財）
ふるさと
財団

知事公室
市町村振興
課

公共工事の品質確
保に関する取組ア
ドバイス

「総合評価落札方式」など公共工事の品質確保に関する取組につい
て市町村からの様々な相談や質疑等について対応し、市町村の事務
手続きをサポートする窓口の設置
  ※総合評価落札方式、低入札価格調査制度、施工体制点検特別調
　　査等

－ 奈良県
県土マネジ
メント部
技術管理課

設計積算・技術基
準に関するサポー
ト

建設工事における設計積算及び技術基準に関して、市町村からの様
々な相談や質疑等に対応

－ 奈良県
県土マネジ
メント部
技術管理課

土木積算システム
支援

土木工事等発注における予定価格算出について、県が使用している
積算システムを希望する市町村に提供

－ 奈良県
県土マネジ
メント部
技術管理課

公共事業再評価実
施支援

再評価を実施する市町村の公共事業について、県が設置している
「公共事業評価監視委員会」に諮れることとし、その審議の場を提
供

－ 奈良県
県土マネジ
メント部
技術管理課

市町村職員土木技
術研修

県職員向けの土木技術に係る研修（橋梁、コンクリート、地質調
査、ＣＡＤ、監督員、検査員研修等）に対し、希望する市町村職員
の受入を実施

－ 奈良県
県土マネジ
メント部
技術管理課

建築・設備職員向
け研修等

県職員向けの建築・設備職員向け研修（監督員研修、検査員研修、
積算研修、建築物石綿含有建材調査者研修）等に対し、希望する市
町村職員の受入を実施

－ 奈良県
県土マネジ
メント部
技術管理課

施設管理者向け保
全業務研修等

県職員の施設管理者向け保全業務研修に対し、希望する市町村職員
の受入を実施

－ 奈良県
まちづくり
推進局
営繕課

営繕工事に関する
サポート

建設工事及び委託業務に関する基準等の情報提供を実施 － 奈良県
まちづくり
推進局
営繕課
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７．地域の基盤づくりのためのサポート
（４）地域の住まいづくりのためのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

③県庁力
によるサ
ポート 近鉄大福駅周辺地

区拠点整備事業

桜井市の近鉄大福駅周辺地区において、まちづくり包括協定を踏ま
え、市と協働して桜井県営住宅県有地を活用したまちづくりを推進

　県予算額：368,269千円

市町村 奈良県
まちづくり
推進局
住宅課

④国から
の助成 社会資本整備総合

交付金（地域住宅
計画に基づく事
業）

地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備を推進する
ため、市町村が地域住宅計画に基づいて行う事業に対する助成
　助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

防災・安全交付金
（地域住宅計画に
基づく事業）

地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の耐震性の確保
等、防災・安全に係る整備を推進するため、市町村が地域住宅計画
に基づいて行う事業に対する助成
　助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

空き家対策総合支
援事業

空き家対策総合実施計画に基づき実施する空き家の活用や除却など
を地域のまちづくりの柱として実施する市町村に対する助成
　助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

スマートウェルネ
ス住宅等推進事業
（サービス付き高
齢者向け住宅整備
事業）

サービス付き高齢者向け住宅の建設・改修費に対する助成
　助成金額：70万円/戸（内容により異なる）
　助成割合：新築1/10、改修1/3

民間事業
者、医療法
人、社
会福祉法
人、ＮＰＯ
法人等

国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

スマートウェルネ
ス住宅等推進事業
（住宅確保要配慮
者専用賃貸住宅改
修事業）

住宅確保要配慮者専用の民間賃貸住宅に係るバリアフリー改修や耐
震改修、子育て世帯対応改修などの改修工事を実施する住宅所有者
等に対する助成
　助成金額：50万円/戸（内容により異なる）
　助成割合：1/3

民間事業
者、医療法
人、社
会福祉法
人、ＮＰＯ
法人等

国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

共生社会実現に向
けたセーフティ
ネット機能強化・
推進事業（居住支
援協議会等活動支
援事業）

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、
居住支援法人による賃貸住宅への入居に係る住宅情報の提供・相
談、見守りなどの生活支援等を実施する活動費に対する助成
　助成金額：1,000万円（内容により異なる）
　助成割合：10/10

民間事業者
国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

共生社会実現に向
けたセーフティ
ネット機能強化・
推進事業（居住支
援協議会等活動支
援事業）

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、
市町村が設置する居住支援協議会による賃貸住宅への入居に係る住
宅情報の提供・相談、見守りなどの生活支援等を実施する活動費に
対する助成
　助成金額：1,000万円（内容により異なる）
　助成割合：10/10

市町村、法
定協議会

国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

社会資本整備総合
交付金（住宅確保
要配慮者専用賃貸
住宅改修事業）

住宅確保要配慮者専用の民間賃貸住宅に係るバリアフリー改修や耐
震改修、子育て世帯対応改修などの改修工事を実施する住宅所有者
等に対し市町村が助成する場合、国が上乗せ助成
　助成金額：50万円/戸（内容により異なる）
　助成割合：1/3

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

公的賃貸住宅家賃
対策補助（住宅確
保要配慮者専用賃
貸住宅の家賃低廉
化に係る補助）

住宅確保要配慮者専用の民間賃貸住宅について、家賃の低廉化に係
る費用を住宅所有者等に対し市町村が助成する場合、国が上乗せ助
成
　助成金額：２万円/戸・月（内容により異なる）
　助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

公的賃貸住宅家賃
対策補助（住宅確
保要配慮者専用賃
貸住宅の家賃債務
保証料の低廉化に
係る補助）

住宅確保要配慮者専用の民間賃貸住宅について、家賃債務保証料の
低廉化に係る費用を家賃債務保証会社等に対し市町村が助成する場
合、国が上乗せ助成
　助成金額：３万円/戸・年
　助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

④国から
の助成 公的賃貸住宅家賃

対策補助（セーフ
ティネット登録住
宅への住替えに係
る補助）

セーフティネット登録住宅への住替えに係る費用を居住支援法人、
居住支援協議会等に対し市町村が助成する場合、国が上乗せ助成
　助成金額：５万円/戸
　助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課
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７．地域の基盤づくりのためのサポート
（５）地域のまちづくりへのサポート

区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

①県から
市町村に
対する直
接助成

市町村とのまちづ
くり連携推進事業

まちづくりを進めている市町村と段階的に連携協定を締結し、協働
してまちづくりを推進するための市町村の取組に対する助成
　スキーム：包括協定又は基本協定段階
　　　　　　　国負担分を除き県（基金）1/2　市町村1/2
　          個別協定段階
　　　　　　　拠点施設・公共インフラの整備等
                国負担分を除き県（基金）1/4　市町村3/4
　　　　　　　イベント開催等
　　　　　　　　国負担分を除き県（基金）1/2　市町村1/2
　助成内容：包括協定又は基本協定段階
　　　　　　　協定を締結した地区に係るまちづくり基本構想や基
　　　　　　　本計画等の策定業務に要する市町村負担額
　　　　　　個別協定段階
　　　　　　　協定を締結した地区に係るまちづくりの中心となる
　　　　　　　拠点施設の整備、拠点施設周辺の公共インフラの整
　　　　　　　備等に係る事業に要する市町村負担額
　　　　　　　（原則、市町村の公債費のうち、地方交付税算入額
　　　　　　　　を差し引いた額）
　　　　　　　まちづくりを目的としたイベント開催等に要する市
　　　　　　　町村負担額
　助成対象：県とまちづくりに関する連携協定を締結した市町村
　
　県予算額：134,000千円

市町村 奈良県

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

土地利用等地域計
画策定事業

「土地の適正な管理、合理的な利用及びより効果的な利用により地
域経済の発展及び生活の向上を図る条例」に基づき、土地の管理又
は利用に起因する地域の課題の検討及び当該課題を解決するため土
地利用等地域計画を策定する市町村に対する助成
　スキーム：県1/2　市町村1/2
　助成対象：市町村

　県予算額：9,500千円

市町村 奈良県

まちづくり
推進局
県土利用政
策課

③県庁力
によるサ
ポート

新　脱炭素ステッ
プアップ研修事業

県内各主体による意識醸成・脱炭素取組を促すため、各主体向けの
セミナー・研修会等を実施
　(1)県内事業者向け脱炭素セミナー
　(2)市町村向け地方公共団体実行計画策定講座

　県予算額：298千円

市町村、民
間事業者等

奈良県

環境森林部
脱炭素・水
素社会推進
課

脱炭素社会構築ア
ドバイザー派遣事
業

脱炭素社会の構築に向けた人材育成のため、省エネ等の専門家や環
境教育の講師を派遣

　県予算額：891千円

市町村、民
間事業者等

奈良県

環境森林部
脱炭素・水
素社会推進
課

④国から
の助成

地域社会DX推進
パッケージ事業
（補助事業）

デジタル技術を活用して地域課題の解決を図るために必要な通信イ
ンフラなど（ローカル５G/LPWA など）の整備に対する助成
　助成割合：1/2
　助成対象：市町村、民間団体等

市町村等 総務省
総務部
デジタル戦
略課

クリーンエネル
ギー自動車導入促
進補助金

導入初期段階にあるクリーンエネルギー自動車及び充電インフラの
整備に対する助成
　助成割合：1/2　ほか
　助成対象：購入者等

市町村、民
間団体等

資源エネ
ルギー庁

環境森林部
脱炭素・水
素社会推進
課

官民連携まちなか
再生推進事業

官民の様々な人材が集積するエリアプラットフォームの構築やエリ
アの将来像を明確にした未来ビジョンの策定、ビジョンを実現する
ための自立・自走型システムの構築を支援する事業等に対する助成
　助成割合：定額、1/2、1/3　ほか

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

災害時拠点強靱化
緊急促進事業

学校、民間ビルや病院等の建築物において、帰宅困難者及び負傷者
を受け入れるために必要となるスペース、備蓄倉庫及び設備等の整
備に対する助成
　助成割合：直接助成1/2（市町村等）
　　　　　　間接助成2/3（民間事業者）

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

④国から
の助成

都市構造再編集中
支援事業

立地適正化計画に基づき、市町村や民間事業者等が行う一定期間内
の都市機能や居住機能の向上に資する誘導施設、公共公益施設の整
備等に対する助成
　助成割合：1/2（都市機能誘導区域内等）
　　　　　　4.5/10（居住誘導区域内等）

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

社会資本整備総合
交付金（都市再生
整備計画事業）

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまち
づくりを実施するため、市町村が策定する都市再生整備計画に基づ
き実施される事業に対する助成
　助成割合：原則4/10

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

社会資本整備総合
交付金（都市再生
土地区画整理事
業）

防災上危険な密集市街地及び空洞化が進行する中心市街地等の都市
基盤が脆弱であるため、整備の必要な既成市街地の再生を推進する
ために施行する土地区画整理事業に対する助成
　助成割合：1/2または1/3

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

社会資本整備総合
交付金（土地区画
整理事業補助金）

良好な宅地の造成と公共施設の整備改善を図り、健全な市街地の形
成を促進するために実施される土地区画整理事業に対する助成
　助成割合：1/2

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

社会資本整備総合
交付金（暮らし・
にぎわい再生事
業）

中心市街地の再生を図るため、国による中心市街地活性化基本計画
の認定を受けた地区について、都市機能のまちなか立地及び空きビ
ルの再生並びにこれらに関連する賑わい空間施設整備等に対する助
成
　助成割合：1/3

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

社会資本整備総合
交付金（まちなか
ウォーカブル推進
事業）

車中心から人中心の空間に転換するまちなかの歩ける範囲の区域に
おける、街路・公園・広場等の既存ストックの改修や滞在環境向上
に資する施設の整備等に対する助成
　助成割合：1/2

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

社会資本整備総合
交付金（市街地再
開発事業）

市街地内の都市機能が低下している地域において、土地の合理的か
つ健全な高度利用と都市機能の更新を図ることを目的に建築物及び
建築敷地の整備並びに公園、広場、街路等の公共施設の整備に対す
る助成
　助成割合：国1/3　県1/6　市町村1/6（組合事業の場合）
　　　　　　国1/3　市町村2/3（市町村事業の場合）

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

スマートウェルネ
ス住宅等推進事業
（地域生活拠点型
再開発事業）

子育て世帯等の暮らしを支える生活拠点の整備を進め、まちなかへ
の居住や生活環境の向上を図るため、子育て世帯等のための支援施
設や住まいの整備を伴う市街地再開発事業等に対する助成
　助成割合：国1/3　地方公共団体1/3　民間事業者1/3

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

社会資本整備総合
交付金（住宅市街
地基盤整備事業）

住宅及び宅地の供給を特に促進する必要がある三大都市圏等におけ
る住宅宅地事業を促進するために、関連する道路、公園、下水道、
河川等の公共施設及び生活関連施設の整備等に対する助成
　助成割合：通常補助事業に準じる　ほか

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

社会資本整備総合
交付金（優良建築
物等整備事業）

市街地の環境改善、良好な市街地住宅の供給等の促進を図るため、
土地の利用の共同化、高度化等に寄与する優良建築物等の整備に対
する助成
　助成割合：1/3　ほか

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

防災・安全交付金
（都市防災総合推
進事業）

市街地の総合的な防災性の向上を図り、都市の防災構造化や住民の
防災に対する意識向上を推進するための住民の防災まちづくり活動
や防災のための公共施設整備等に対する助成
　助成割合：1/2または1/3

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課

防災集団移転促進
事業

住民の生命等を災害から保護するため、住民の居住に適当でないと
認められる区域内にある住居の集団的移転を促進することを目的と
し、市町村が行う住宅団地の整備等に対する助成
　助成割合：3/4または1/2

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
まちづくり
推進課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

④国から
の助成

集約都市（コンパ
クトシティ）形成
支援事業

コンパクトなまちづくりを推進するため、立地適正化計画の策定や
医療、福祉施設等の集約地域への移転促進、移転跡地の都市的土地
利用からの転換等に対する支援を行うために必要な費用を助成
　助成割合：直接助成1/2（市町村等）
　　　　　　間接助成1/3（民間事業者）

市町村等
国土交通
省

まちづくり
推進局
県土利用政
策課

社会資本整備総合
交付金（都市公園
等事業）

安全で快適な緑豊かな都市環境の形成のための都市公園の整備に関
する事業等に対する助成
　助成割合：1/2または1/3

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
公園企画課

防災・安全交付金
（都市公園等事
業）

安全で快適な緑豊かな都市環境の形成のための地域防災計画等に位
置づけられた都市公園の整備に関する事業等に対する助成
　助成割合：1/2または1/3

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
公園企画課

社会資本整備総合
交付金（街なみ環
境整備事業）

住環境の整備改善を図るとともに歴史的な街なみ景観を活かしたま
ちづくりを推進する事業等に対する助成
  助成割合：1/2

市町村
国土交通
省

まちづくり
推進局
住宅課

⑤公的団
体からの
助成

コミュニティ助成
事業（活力ある地
域づくり助成事
業）

地域資源活用助成事業
　地域の自然、文化、歴史、産業、生活習慣等の特性を地域資源と
　して発見し、積極的な活用を図ることを目的として実施する特色
　あるソフト事業に対する助成
　　助成金額：2,000千円（上限）
　　助成割合：10/10
広域連携推進助成事業
　複数の助成対象団体が共同して広域的な連携を目的として実施す
　るソフト事業に対する助成
　　助成金額：2,000千円（上限）
　　助成割合：10/10

市町村、広
域連合、一
部事務組
合、協議
会、実行委
員会等

（一財）
自治総合
センター

知事公室
市町村振興
課

地域イノベーショ
ン連携モデル事業

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0のうち地域イノベーション連携について、モデル
となる市町村におけるケーススタディを全国に発信するため、取組
全体を総合的にマネジメントするイノベーションマネージャーを活
用する費用の一部を助成
　助成金額：7,000千円（上限）
　助成割合：2/3以内

市町村
（一財）
ふるさと
財団

知事公室
市町村振興
課

⑥アドバ
イス・相
談 土地の管理・利用

に関する市町村向
け相談会

市町村に寄せられる土地に関する相談のうち、市町村職員だけでは
適切に助言できない事例に対し、専門家からの適切なアドバイスを
受けていただくため、土地の管理・利用に関する市町村向け相談会
を開催
　対象：市町村職員

－ 奈良県

まちづくり
推進局
県土利用政
策課
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